
 

 

 

 

 

 放射線安全規制研究戦略的推進事業の事後評価（報告） 

 

  令和３年９月８日  

原 子 力 規 制 庁 
 

１． 経緯 

放射線防護分野の安全研究として、平成29年度から「放射線安全規制研究戦略的

推進事業」を実施している。本事業は、「放射線安全規制研究推進事業」及び「放

射線防護研究ネットワーク形成推進事業」で構成されている。本事業では、「研究

推進委員会」及び「研究評価委員会」を設置し、それぞれ「課題の選定・推進」及

び「研究計画及び研究成果の評価」を担っている。 

研究推進委員会は、外部有識者及び原子力規制庁職員により構成される。研究推

進委員会委員の中から、プログラムオフィサー（以下、「PO」という。）を任命し、

担当する研究班への参加等を通じて進捗状況の確認、研究方針及び手法への助言等、

研究課題の進捗管理を行う。 

研究評価委員会は、研究推進委員会とは独立して外部有識者により構成される。

研究評価委員会は、毎年度実施する自己評価及び成果報告会における研究代表者か

らの報告内容等を踏まえ、年次評価、中間評価及び事後評価を行う。 

今般、令和３年度第１回研究評価委員会（令和３年６月24日）において、令和２

年度末に事業が終了した課題の事後評価を行った。 
 

２． 事後評価の結果 

 研究評価委員会においては、①研究目標の達成度、②事業における研究成果・特

許、③放射線規制及び放射線防護分野への貢献度、④研究コスト及び費用対効果の

評価項目について、次表の注記載の評価基準（ABCD）により、各委員が個別に評価

を実施した上で、別紙のとおり、研究評価委員会としての総合評価を決定した。そ

の概要は次表のとおり。 

 課題名 研究期間 
研究代表者名 
（研究機関） 

総合 
評価 

１ 
内部被ばく線量評価コードの開発に関す
る研究 

平成 29 年度 
～令和２年度 

高橋 史明 
（日本原子力研究開発機構） 

A 

２ 
原子力災害拠点病院のモデル BCP 及び外
部評価等に関する調査及び開発 

平成 30 年度 
～令和２年度 

永田 高志 
（九州大学） 

B 

３ 
包括的被ばく医療の体制構築に関する調
査研究 

平成 30 年度 
～令和２年度 

富永 隆子 
（量子科学技術研究開発機構） 

B 

４ 
短寿命アルファ線放出核種等の合理的安
全規制のためのガイドライン等の作成 

令和元年度 
～令和２年度 

吉村 崇 
（大阪大学） 

B 

５ 
加速器施設の廃止措置に関わる測定、評
価手法の確立 

令和元年度 
～令和２年度 

松村 宏 
（高エネルギー加速器研究機構） 

B 

６ 
発災直後の面的な放射線モニタリング体
制のための技術的研究 

令和元年度 
～令和２年度 

谷垣 実 
（京都大学） 

A 

＊評価基準： A: 非常に有用な成果が得られた、B: 有用な成果が得られた、 

C: 限定的ではあるが、有用な成果が得られた、D: 有用な成果が得られなかった 
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３． 今後の対応 

事後評価を踏まえ、得られた研究成果を規制等の改善に着実に活用するための原

子力規制庁における今後の対応は以下のとおり。 

（１）内部被ばく線量評価コードの開発に関する研究 

開発した計算コードの更なる高度化のための調査・研究、多分野への利用拡大を

含めた成果の普及及び公開を含めた維持管理について検討する。 

主な担当部署：放射線防護グループ放射線防護企画課（令和３年度）、技術基盤

グループ環境・放射線研究部門（仮称）（令和４年度以降） 

（２）原子力災害拠点病院のモデルBCP及び外部評価等に関する調査及び開発 

開発した研修内容やモデルBCPを踏まえ、原子力災害拠点病院が原子力災害医療・

総合支援センター等からの助言等を得てBCPを策定し、また、策定したBCPの実効性

を同センター等が確認（評価）することなどを通じて原子力災害医療に対応する医

療機関間の連携強化に繋がる仕組みについて検討する。 

主な担当部署：放射線防護グループ放射線防護企画課 

（３）包括的被ばく医療の体制構築に関する調査研究 

作成したテキストは、標準テキストとして原子力災害医療に関する研修等で使用

するとともに、必要に応じて最新の知見等を踏まえたブラッシュアップを行う。ま

た、利用者の意見を反映する仕組みの構築を検討する。 

主な担当部署：放射線防護グループ放射線防護企画課 

（４）短寿命アルファ線放出核種等の合理的安全規制のためのガイドライン等の作成  

本事業で作成した短寿命の非密封放射性同位元素利用における合理的な安全規

制を行うための使用許可の評価・信頼性担保・教育訓練等に関するガイドラインに

ついて、短寿命アルファ線放出核種等に係る規制の合理化を図るため、現在策定中

の放射性同位元素等の規制に関する法律に関するガイド類に取り入れることを念

頭に、関係する許可使用者においてガイドライン試行を実施し、その状況を確認す

る。 

主な担当部署：放射線防護グループ放射線規制部門 

（５）加速器施設の廃止措置に関わる測定、評価手法の確立 

作成した放射線発生装置廃止のための放射化測定評価マニュアルについて、より

広範な加速器施設に対する適用の有効性や、問題点の有無等を把握しつつ、ガイド

類への取り入れを検討し、加速器施設の廃止措置に係る規制の合理化に資する。 

主な担当部署：放射線防護グループ放射線規制部門 

（６）発災直後の面的な放射線モニタリング体制のための技術的研究 

開発したモニタリングシステムについては、システム全体の健全性・頑強性の確

認と本研究で得られた知見を反映し、令和３年度放射線安全規制研究戦略的推進事

業「環境放射線モニタリングに適した半導体受光素子ベースの検出器の開発」にて

改良を進め、将来的には低コストで原子力規制庁の調達要求を満たす可搬型モニタ

リングポストの開発につなげる。 

主な担当部署：放射線防護グループ監視情報課 
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別紙 

令和２年度終了課題 事後評価（研究評価委員会決定） 

 

 課題名 実施期間 
研究代表者 

（所属） 

PO 

（所属） 
研究費（千円） 

総合 

評価 
研究評価委員会 総合コメント 

１ 

内部被ばく線量評

価コードの開発に

関する研究 

平成 29 年度 

～令和２年度 

高橋 史明 

（日本原子力研究開

発機構） 

古田 定昭 

（古田技術士事務所） 

62,265 

1 年目：14,054 

2 年目：19,546 

3 年目：19,823 

4 年目： 8,842 

A 

公表データとの整合性の確認、操作マニ

ュアルの作成、及び専門家からの意見の

反映を経て、ICRP2007 年勧告に基づく線

量係数等に対応し様々な条件における内

部被ばく線量評価を可能とするコードが完

成したことは高く評価できる。原子力機構で

の維持管理及び更なる高度化を推進し、平

時・緊急時における利用や医療分野を含め

た多分野への利用拡大への対応を期待す

る。 

２ 

原子力災害拠点病

院のモデル BCP 及

び外部評価等に関

する調査及び開発 

平成 30 年度 

～令和２年度 

永田 高志 

（九州大学） 

石川 徹夫 

（福島県立医科大学） 

27,732 

1 年目：10,609 

2 年目：10,523 

3 年目： 6,600 

B 

 モデル BCP の策定を目指す中、コロナ禍

のためワークショップ開催が制限されたこと

をオンライン形式でカバーし、その結果マネ

ージメント層を含む参加者に問題意識や改

善点への気づきをもたらしたことを評価す

る。今後、研修内容のブラッシュアップと拠

点病院との連携強化の体制整備が望まれ

る。 
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 課題名 実施期間 
研究代表者 

（所属） 

PO 

（所属） 
研究費（千円） 

総合 

評価 
研究評価委員会 総合コメント 

３ 

包括的被ばく医療

の体制構築に関す

る調査研究 

平成 30 年度 

～令和２年度 

富永 隆子 

（量子科学技術研究

開発機構） 

本間 俊充 

（原子力規制庁） 

48,111 

1 年目：16,233 

2 年目：20,827 

3 年目：11,051 

B 

CBRNE テロ災害に関連する教材の改

訂、初動対応マニュアルの作成が行われ、

それらに基づくオンライン研修が実施され

たことは評価するが、ウェブ公開された標

準テキストに対する意見反映が不十分であ

る。また、例えば CBRNE テロ災害における

ゾーニングの基準に関し、国際機関の示す

基準との整合性を図る必要があるなど、成

果の活用・普及・標準化に向けた改善が望

まれる。 

 

４ 

短寿命アルファ線

放出核種等の合理

的安全規制のため

のガイドライン等

の作成 

令和元年度 

～令和２年度 

吉村 崇 

（大阪大学） 

令和元年度： 

中村 吉秀 

（日本アイソトープ協会） 

令和２年度： 

古田 定昭 

（古田技術士事務所） 

10,408 

1 年目：6,809 

2 年目：3,599 

B 

 関連学協会からのコメントを反映させ、短

寿命α線放出核種等の合理的安全規制の

ためのガイドライン及び安全取扱のための

教育資料を作成したことで目標は達成でき

たと判断する。今後、改訂に向けた議論を

行う持続的な体制の整備が望まれる。 
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 課題名 実施期間 
研究代表者 

（所属） 

PO 

（所属） 
研究費（千円） 

総合 

評価 
研究評価委員会 総合コメント 

５ 

加速器施設の廃止

措置に関わる測

定、評価手法の確

立 

令和元年度 

～令和２年度 

松村 宏 

（高エネルギー加速器

研究機構） 

中村 尚司 

（原子力規制庁） 

46,483 

1 年目：27,940 

2 年目：18,543 
B 

 コロナ禍の影響で実態調査が制約された

が、加速器の種類に応じた施設廃止措置

のためのマニュアルが作成されたことで、

目標は一応達成したと判断する。しかしな

がら、クリアランス制度への取り組みに対

する課題に関する議論が不十分のままで

あり、今後、関連学協会と協力して検討さ

れることを期待する。 

６ 

発災直後の面的な

放射線モニタリン

グ体制のための技

術的研究 

令和元年度 

～令和２年度 

谷垣 実 

（京都大学） 

古田 定昭 

（古田技術士事務所） 

18,978 

1 年目：9,392 

2 年目：9,586 

A 

モニタリングポストの小型化と自律型ネッ

トワークの構築によって二次元放射能分布

情報の取得が可能であることを示したこと

は高く評価できる。システム全体の健全性・

頑強性の確認と実装化の検討（実証実験

含む）が継続されることが望まれる。 

＊評価基準： A: 非常に有用な成果が得られた、B: 有用な成果が得られた、C: 限定的ではあるが有用な成果が得られた、 

D: 有用な成果が得られなかった 
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令和３年度第１回研究評価委員会
資料２－３（表題のみ改変）

整理
番号

課題名 評価
者

研究
目標
の達
成度

研究
成果

放射線
規制及
び放射
線防護
分野へ
の貢献

度

研究
コス
ト及
び費
用対
効果

総合
評価 評価コメント

イ B B A B A

ロ A B A A A

ハ B B A A A

ニ B C A B A

ホ A B A A A

イ B B B A B

ロ B C B B B

ハ C C A B B

ニ B C B B B

ホ A B B A A

令和２年度終了課題　事後評価（各委員による評価）

１
内部被ばく線量評価コード
の開発に関する研究

２
原子力災害拠点病院のモ
デルBCP及び外部評価等
に関する調査及び開発

・国際機関の動向を反映した内部被ばく線量評価コードとなっており、線量評価の
標準化の観点から現場のみならず規制の面からも重要な成果を得ている。また、
活用の範囲を広げるためにヒューマンインターフェースの観点から使い勝手の改善
にも取り組まれており放射線防護分野への貢献は大きい。

・ICRP公表データとの整合性の確認、コード操作マニュアルの作成、及び専門家か
らの意見の反映まで、現時点で最も信頼できる内部被ばく線量評価コードが開発さ
れており、本研究課題の目標は十分に達成できたと判断する。原子力機構での維
持管理が継続できるよう、引き続き原子力規制庁と協力されたい。

・ICRP2007年勧告に基づく内部被ばく線量評価を可能とするコードが完成し、その
コード操作マニュアルも作成されたことは高く評価される。今後ユーザーフレンド
リーな操作性の簡便なソフトウェアとして利用できるようになることを希望する。

・内部被ばく線量評価コードを完成させ、国内において内部被ばく防護基準を検
証、導入できるようになったこと、更にこのコードを緊急時対応に活用できるように
なったことは、今後の放射線規制に役立つものと評価できる。研究成果については
関連分野が限られているため、発表等は限定されたものとなったと判断した。

・2007年勧告の規制への取り入れ及び事業所などにおける平常時の管理、事故時
における内部被ばく線量評価において有益な技術基盤の開発が行われた点は高く
評価される。今後の課題として、コードの医療等などでの利用普及も想定し、生じる
可能性のあるさまざまな課題や意見に継続して対応をしていただきたい。

・原子力災害医療を適切に提供するための体制整備と人材育成を支援するため
に、モデルBCPを作成し災害拠点病院などの参加者を対象にワークショップを実施
しその有効性を検証している。現場に着目して得られた今回の結果は、今後も継続
して取り組むことにより原子力災害医療の抱える課題を明らかにし、その実効性の
向上に大きく貢献すると期待できる。

・モデルBCPの策定を目指す中、コロナ禍のため研究の開催が制限されたことをオ
ンライン・ワークショップでカバーし、その内容をホームページを通して情報共有を
図ったことは評価できる。引き続きすべての原子力災害拠点病院への展開、及び
病院長の参加など拡大に努められたい。

・コロナ禍で研究目標を達成できなかった面がある。一方、病院経営者にとって日
常的なBCPを原子力災害拠点病院に当てはめて、原子力防災への備えを自己点
検する仕組みを提案し、一部実践できたことは評価される。

・原子力災害を想定した業務継続計画BCPを策定するためのポイントを示したこ
と、リスクコミュニケーションのあり方を習得するための手順を示したことは今後の
放射線規制に役立つものと評価した。コロナの影響等によりBCP策定まで到達した
原子力災害拠点病院は多くなかったが、今後これらの拠点病院との連携・強化が
望まれる。

・新型コロナ感染症拡大の渦中、医療従事者が多忙を極める状況にあっても、オン
ラインに切り替えて新たに教材を開発し、研修を含むワークショップ等の開催を多
数回実施した努力、その結果としてマネージメント層を含む参加者に問題意識や改
善点への気づきをもたらしたことを高く評価する。一方、アンケートの記入内容及び
満足度からは、研修２「安全配慮義務」に高い満足度が寄せられているものの、他
の教材や研修内容では、改善する余地があると見られる意見も記されていた。今
後、さらにブラッシュアップした研修内容によりBCP策定への働きかけを継続してい
ただくことが望まれる。

参考資料１

1 / 3 ページ
- 8 -



整理
番号

課題名 評価
者

研究
目標
の達
成度

研究
成果

放射線
規制及
び放射
線防護
分野へ
の貢献

度

研究
コス
ト及
び費
用対
効果

総合
評価 評価コメント

イ B B A B B

ロ B C B C B

ハ B C B C C

ニ C C C C C

ホ B B B B B

イ B B A A A

ロ B B B B B

ハ B C B B B

ニ B C B B C

ホ B B C B B

・原子力災害とRNテロ災害の類似性と相違、CBRNEテロ災害を含む災害の特徴を
明らかにし、適切な初期対応、医療機関の体制整備、人材育成などを目的としてマ
ニュアルや標準テキストを作成している。さらに、研修や訓練を通して個別の災害
対応の課題を明らかにし、実効性の向上に努めている。原子力災害に限らずRNテ
ロなど他の要因を考慮した包括的な災害対応を準備しておく意義は大きい。

・CBRNEテロ災害対処のマニュアルをまとめたことで、本研究課題の目標は達成し
たと思われる。教材はウェブ公開されているが、資料提供のみとなっており利用者
からの意見反映がなされていない。今後、改訂を行う体制の整備が図られるべきで
ある。

・CBRNEテロ災害に関連する教材の改訂、初動対応マニュアルの作成が行われ、
それらのマニュアルに基づくオンライン研修が実施されたことは評価するが、内容
的にはQST放医研の本来業務で蓄積してきた内容の再収録になっている面が多
い。CBRNEテロ災害に関して、例えば被ばく事故後さらには核災害後のゾーニング
の基準に関して消防庁のマニュアルと整合性が高い一方、国際的な基準からは逸
脱しており、問題が残されている。

・原子力災害に限らず、RI事業所での事故、RNテロ等への対応を目的としてテキス
ト、マニュアル等を整備し、今後の放射線規制に活用できるようになったことは評価
できる。しかし、RI事業所での事故、Rテロは全国どこでも起こりうるものであるが、
今回の研究では検討対象の広がりが不足しており、さらに多くの分野からの意見を
取り入れる必要があったと思われる。

・研修用の標準テキスト等を量研機構のwebページで公開し、より多くの人々が利
用できるようにしているところは評価できる。一方、その内容に関して令和元年度成
果報告書では、「再度内容を検証し、より使い易く、学習効果のあるテキストに改定
していく必要がある」としているが、令和２年度の成果報告書において、利用者から
のアンケート調査や学習効果がどのようにあったかについての調査結果は示され
ていない。利用者の声、評価や標準テキストが実用的に役に立つ有用な内容に
なっているのか、また改善が必要とする評価があった場合にそれらへのフィード
バックをどのように行ったのかを示していただきたかった。

・非密封RIの使用は、安全性が確保される限りにおいて、現状の技術水準を考慮し
て合理的に運用できる仕組みとすることが望ましい。本研究は、放射性核種の利
用のニーズを踏まえたうえで、安全管理の考え方、技術的な基準、体制の整備、教
育訓練などを整備することで合理的な放射線管理が可能なことを実証的に示して
いる。防護の合理性を高めることは、放射線の有効活用を促すうえでも重要な貢献
をするものと期待できる。

・関連学協会からのコメントを反映させて、短寿命アルファ放出核種の安全取扱ガ
イドラインが作成されたことで、目標は達成できたと判断する。今後の維持管理を
放射線安全管理学会が担うことまで決められたことは評価するが、他学会から指
摘のあったgraded approachの導入検討等、今後も改訂に向けた議論を行う持続的
な体制の整備が望まれる。

・学会ホームページに公開されているガイドラインは実践的であり、短寿命RIの利
用を促進すると期待される。

・α核種を主体とした短寿命核種等の許可使用数量を評価する方法についてのガ
イドラインをまとめたことは、昨今のα核種をはじめとする短寿命核種の利用拡大
に伴う合理的な規制の策定に役立つものと評価できる。作成された短寿命核種の
安全取扱に関する教育資料は一般的な安全取扱部分が多く短寿命核種の安全取
扱が顕著となっていない。今後、具体的に実用化していくために放射性規制部門を
含めた検討が必要と思われる。

・短寿命α線放出核種等の合理的安全規制のためのガイドライン及び安全取り扱
いのための教育資料の作成の目標を達成できており、この点は評価できる。ただ
し、本ガイドラインは現行規制の中で実施可能な内容であり、かつ、限られた高度
の研究施設等での利用に限られたものである。今後の短寿命α線放出核種等の
利用普及を考えたとき、全般的な安全管理に関する‘要望’ではなく合理的安全規
制への‘提言’として具体的に提言内容を示していただきたかった。

３
包括的被ばく医療の体制構
築に関する調査研究

４
短寿命アルファ線放出核種
等の合理的安全規制のた
めのガイドライン等の作成

2 / 3 ページ
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整理
番号

課題名 評価
者

研究
目標
の達
成度

研究
成果

放射線
規制及
び放射
線防護
分野へ
の貢献

度

研究
コス
ト及
び費
用対
効果

総合
評価 評価コメント

イ B B A B B

ロ B B B C B

ハ C B B B C

ニ B C B C B

ホ B B C B B

イ B B A A B

ロ A A B A A

ハ B C B B A

ニ B C A B B

ホ A B B A A

・各種加速器施設で設備等構造材の放射線測定を行い、放射化／非放射化の区
分を明確化するとともにその経験をそれぞれの加速器に適した評価測定マニュア
ルとしてまとめている。また、放射線測定器の開発にも取り組み簡便な区分けのた
めの測定法を提案するとともに、海外の事例を参考に、放射線発生装置の廃止に
伴うクリアランス制度の運用に関して、現状に見合ったGraded Approachの必要性
を提言している。

・加速器施設廃止措置のためのマニュアルが作成されたことで、研究課題の目標
は達成したと判断する。しかしながら、次段階であるクリアランス制度に関する議論
が不十分であり、今後、関連学協会と協力して引き継がれることを期待する。

・コロナ禍の影響で実態調査が制約されたことにより、目標の一部は達成できな
かったが、「測定評価マニュアル」は完成し、現場にとって有用なものとなっている。
一方、RI規制法下での廃棄物のクリアランスに関する「小規模事業所におけるクリ
アランスの進め方」に関する妥当性検討は今後の課題である。

・実測等により加速器の種類に応じた放射化物の課題を抽出し評価法を開発し、そ
れをマニュアルとしてまとめたたことは、今後増加すると予想される加速器施設廃
止における放射線防護規制を進めるうえで役立つものと評価できる。実績を重ねる
ことにより、より合理的なものへと発展させることが重要である。

・2017年度からの4年間の研究成果の集大成として、加速器施設の廃止に関わる
測定評価マニュアルを作成した点については評価できる。一方、非汚染・非放射化
の評価手順からさらにクリアランスをどう進めるかについては、今後さらに踏み込ん
で、関係各所からの現行規制における課題、規制への期待、提案を取りまとめて、
現行規制へ’提言’をしていただくことを期待する。

・原子力災害直後に面的な情報を迅速に得ることの実効性を高めるために、モニタ
リング機器の小型化、ネットワーク化を試み、その有効性を環境放射線モニタリン
グの現場で検証しつつ課題も明らかにしている。今後、社会のデジタル化が進むに
従い、通信機器等の安定性、信頼性が増すことにより、既存のモニタリングシステ
ムの発展にも大きく寄与するものと思われる。

・モニタリングポストの小型化と自律型ネットワークの構築によって二次元放射能分
布情報の取得が可能であることを示したことは高く評価できる。しかしながら、発災
時に実際に作動するかというシステム全体の健全性の確認と実装化の検討が不
十分であり、今後の取組みに期待したい。

・自立型ネットワークおよび測定器の開発は、ほぼ完成しており、今後、通信ネット
ワークの堅牢性や保安上の安全性などがクリアできれば、実用可能なシステムと
なる。

・小型・省電力化した小型モニタリングポストを開発し、自律型ネットワークシステム
を構築したことは、緊急時に機能性、柔軟性のある対応として役立つものと評価で
きる。維持管理システムを確立することにより実用性の高いものとなることを期待し
たい。（B＋）

・従来のモニタリングシステムにおける重く大きく高価な装置を超小型KURAMA-IIと
自律型ネットワークなどの活用により軽く小さく安価なもので置き換えたアイデアは
素晴らしく、かつ実証試験によって一定の成果をあげている点は高く評価できる。
一方、研究期間が2年間であったため、頑健性への十分な実証ができているとは言
い難い。平常時からの継続的なモニタリングシステムへの実装を進める上でも長期
の実証試験を引き続き行っていただきたい。

６
発災直後の面的な放射線
モニタリング体制のための
技術的研究

５
加速器施設の廃止措置に
関わる測定、評価手法の確
立
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参考資料２ 

研究推進委員会 構成員（令和３年３月２日時点） 

 

 

 

原子力規制委員会 

 伴  信彦   原子力規制委員会委員 

 

 

 

外部有識者（五十音順） 

石川 徹夫   公立大学法人福島県立医科大学医学部 教授 

 髙橋 知之   国立大学法人京都大学複合原子力科学研究所 准教授 

古田 定昭   株式会社ペスコ 中部事務所長 

 

 

 

原子力規制庁職員 

 小野 祐二   放射線防護企画課 課長 

村山 綾介   監視情報課    課長 

宮本 久    安全規制管理官（放射線規制担当） 

 高山 研    放射線防護企画課 企画官 

 三橋 康之   放射線防護企画課 企画官 

 重山 優    放射線防護企画課 企画調査官 

菊池 清隆   監視情報課    企画官 

 大町 康    放射線防護企画課 課長補佐 

 小林 駿司   放射線防護企画課 係長  

本間 俊充   放射線防護企画課 放射線防護技術調整官 

中村 尚司   放射線規制部門  技術参与 
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参考資料３ 

研究評価委員会 構成員（令和３年６月24日時点） 

 

 

 

外部有識者（五十音順） 

 

占部 逸正   学校法人福山大学 名誉教授 

小田  啓二   一般財団法人電子科学研究所 執行理事 

国立大学法人神戸大学 名誉教授 

鈴木 元    学校法人国際医療福祉大学クリニック 教授兼院長 

 二ツ川  章二  アルファ・タウ・メディカル株式会社 Radiation Safety Officer 

 吉田  浩子   国立大学法人東北大学大学院 薬学研究科 

ラジオアイソトープ研究教育センター 准教授 
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参考資料４ 

令和３年度実施課題 一覧 

 

課題名 実施期間 代表者名 PO 

放射線防護研究分野における課題解決型

ネットワークとアンブレラ型統合プラッ

トフォームの形成 

平成 29 年度 

～令和 3年度 

神田 玲子 

（量子科学技術研究開発機構） 

髙橋 知之 

（京都大学） 

健全な放射線防護実現のためのアイソト

ープ総合センターをベースとした放射線

教育と安全管理ネットワーク 

平成 29 年度 

～令和 3年度 

渡部 浩司 

（東北大学） 

髙橋 知之 

（京都大学） 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定

アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度 

～令和 3年度 

數藤 由美子 

（量子科学技術研究開発機構） 

石川 徹夫 

（福島県立医科大学） 

福島原発事故の経験に基づく防護措置に

伴う社会弱者の健康影響と放射線リスク

の比較検討に関する研究 

令和 2年度 

～令和 3年度 

坪倉 正治 

（福島県立医科大学） 

本間 俊充 

（原子力規制庁） 

ICRP2007 年勧告等を踏まえた遮蔽安全評

価法の適切な見直しに関する研究 

令和 2年度 

～令和 3年度 

平尾 好弘 

（海上・港湾・航空技術研究所） 

中村 尚司 

（原子力規制庁） 

看護職を活用した住民に対する放射線リスク

マネジメントの推進-原子力災害支援保健チー

ム（NuHAT）の実現を目指して-※ 

令和 3年度 
明石 眞言 

（東京医療保健大学） 

本間 俊充 

（原子力規制庁） 

自然起源放射性物質 NORM による被ばくの

包括的調査※ 
令和 3年度 

岩岡 和輝 

（量子科学技術研究開発機構） 

石川 徹夫 

（福島県立医科大学） 

水中の放射性ストロンチウムの安全、迅

速、安価な分析法の開発※ 
令和 3年度 

箕輪 はるか 

（東京慈恵会医科大学） 

古田 定昭 

（古田技術士事務所） 

環境放射線モニタリングに適した半導体

受光素子ベースの検出器の開発※ 
令和 3年度 

谷垣 実 

（京都大学） 

古田 定昭 

（古田技術士事務所） 

※令和 3年度新規採択課題 
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 参考資料５ 
令和元年度第１回研究評価委員会 資料１－２ 

採択課題の評価について 

令和元年６月２６日  

研 究 評 価 委 員 会  

（１）評価の概要 

放射線安全規制研究推進事業に採択された研究課題及び放射線防護研究ネットワーク形

成推進事業に採択されたネットワーク事業（以下「採択課題」という。）については、年

次評価、中間評価及び事後評価を受けるものとする。 

年次評価及び中間評価は、毎年度実施する自己評価及び成果報告会における研究代表者

からの報告内容を踏まえて、研究評価委員会が評価を行う。事後評価は、事業の終了後に

実績報告書を踏まえて、研究評価委員会が評価を行う。 

 

（２）評価の位置付け 

年次評価、中間評価及び事後評価の位置付けは以下のとおりとする。 

・ 年次評価：毎年度、採択課題について実施するもの。 

事業の進捗管理のために研究の実施状況について、自己評価を踏まえて評価

委員会が評価し、次年度以降の研究計画について提言する。 

・ 中間評価：研究期間が４年間以上の実施課題に対して、３年目に年次評価に替えて実施 

するもの。 

研究の実施状況及び成果について自己評価を踏まえて長期的な視点から評

価委員会が評価し、次年度以降の研究計画について提言する。 

・ 事後評価：調査・研究期間の終了後に実施するもの。 

委託事業として必要な成果が得られているか、実績報告書を踏まえて評価委

員会が評価する。 

 

（３）評価の手順 

 課題の研究代表者から事前に提出された評価票（自己評価）（別紙 1）及び成果報告会に

おける研究代表者の報告内容を踏まえ、研究評価委員会の定める評価基準（表 1及び表 2）

に基づき、各研究評価委員が評価を行い、評価票（委員による評価）（別紙 2～4）を作成す

る。 

研究評価委員会は各委員の評価票を踏まえて各事業の評価結果（総合評価及びコメント）

を取りまとめることとする。 

 
（４）評価の公開について 

・ 評価の透明性確保のため、評価基準については公開する。 

・ 研究評価委員会の議事概要及び資料等については原則、公開する。 
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表１ 放射線安全規制研究戦略的推進事業評価基準 
（年次評価及び中間評価） 

 
評価の視点 評価項目 評価基準 

評価時点までの研究の実施

が研究計画に沿って行われ

ているか 
 

1. 実施体制（人員の配分、参画機関の役

割分担、責任体制） 
2. 研究期間・方法 
3. 予算の執行 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

1. 評価時点までの目標達成度 
 
2. 評価時点までの研究成果（論文（投稿中

のものを含む）、特許（申請中のものを含

む）、学会発表等） 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

今年度の進捗や達成度を踏

まえて、次年度の研究計画

は適切か 

次年度以降の事業の研究計画の妥当性を以

下の点に関して評価する。 
1. 研究期間全体のロードマップについて 
2. 次年度の実施計画（目標、方法、実施

体制等） 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

過去３年の進捗を踏まえ

て、研究の目標が達成でき

る見込みか※ 

1. 研究期間内における目標の達成可能性 A: 達成可能 
B: 概ね達成可能 
C: 達成困難 
D: 達成不可能 

総合評価 上記の評価項目に関する評価結果を基に、

総合的に評価。 
A: 一層の推進を期待 
B: 現状通り実施 
C: 計画を修正して実施 
D: 中止すべき 

※中間評価時の視点（年次評価時は用いない） 
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表２ 放射線安全規制研究戦略的推進事業評価基準 
（事後評価） 

 
評価の視点 評価項目 評価基準 

評価時点までの研究の実施が

研究計画に沿って行われてい

るか 

1. 研究目標の達成度 
 

A: 目標を上回った 
B: 目標通り 
C: 目標の一部は達成 
D: 目標の達成は不十分 

研究成果の活用性及び有用性 1. 本事業における研究成果（論文（投稿

中のものを含む）、特許（申請中のもの

を含む）、学会発表等） 
 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

2. 放射線規制及び放射線防護分野への貢

献度 
A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

研究成果の費用対効果 1. 研究コスト及び費用対効果 A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

総合評価 上記の評価項目に関する評価結果を基に、

総合的に評価。 
A: 非常に有用な成果が得

られた 
B: 有用な成果が得られた 
C: 限定的ではあるが、有

用な成果が得られた 
D: 有用な成果が得られな

かった 
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放射線安全規制研究戦略的推進事業評価票 

（自己評価） 
 

（◯◯年度） 研究代表者名           

研究課題名  
研究

年度 
〇〇～ 
〇〇年度 

 
 

Ⅰ 研究の実施状況及び目標の達成度等に関する研究者による自己評価 
1. 研究代表者による自己評価 

放射線安全規制研究戦略的推進事業評価基準を踏まえて記載すること。 

評価の視点 自己評価 コメント 

評価時点までの

研究の実施が研

究計画に沿って

行われているか 

１．計画を上回る 
２．概ね計画どおり 
３．計画を達成できない 
４．計画を達成できないが

代替手段によって今年

度の目標を達成した 

 

今年度の進捗や

達成度を踏まえ

て、次年度の研

究計画に変更が

必要か※1  

１．必要ない 
２．軽微な変更が必要※２ 
３．大幅な変更が必要※２ 
 

 

エフォート：  ％ 

※１：年次及び中間評価時の視点（事後評価時は用いない） 

※２：研究計画に変更が必要な場合は、変更点と変更が必要な理由についてコメント欄に記入すること 

 

2. 分担研究者による自己評価 
 （以下、上記と同様に適宜追加して記載）  

 

 

Ⅱ 評価時までの研究成果（成果発表、特許、データベース構築及びソフトウェア開発など） 

 

 

 

 

 

  

別紙１ 
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Ⅲ 研究費使用実績（今年度中見込みを含む） 

当該年度における予算の執行状況について記載すること。 

年度当初から大幅な変更があった場合は変更点と変更理由についても記入すること。 

間接経費の使用実績※についても可能な限り記入すること、記入出来ない場合はその理由を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※間接経費の使用については「放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）研究計画書

作成要領」において、「放射線防護に係る研究開発環境の改善に使用されることが望ましい。」とし

ている。      
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放射線安全規制研究戦略的推進事業評価票 
（委員による評価）【年次評価用】 

（〇〇年度）                           評価委員名            
 整理番号： 

研究課題名  

研究期間  年間研究費  継続  最終年度 

評価の視点 評価項目 評価基準 

評価時点までの研究の

実施が研究計画に沿っ

て行われているか 
 

1. 実施体制（人員の配分、参画機関の役割分担、

責任体制） 
2. 研究期間・方法 
3. 予算の執行 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

1. 評価時点までの目標達成度 
 
2. 評価時点までの研究成果（論文（投稿中のものを

含む）、特許（申請中のものを含む）、学会発表等） 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

今年度の進捗や達成度

を踏まえて、次年度の

研究計画は適切か 

次年度以降の事業の研究計画の妥当性を以下の点

に関して評価する。 
1. 研究期間全体のロードマップについて 
2. 次年度の実施計画（目標、方法、実施体制等） 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

総合評価 

上記の評価項目に関する評価結果を基に、総合的に

評価。 
A: 一層の推進を期待 
B: 現状通り実施 
C: 計画を修正して実施 
D: 中止すべき 

（コメント欄） 

（注）・評価基準欄は、別表1に従ってAからDのうちいずれかを〇で囲む。 

   ・コメント欄は、評価項目毎に課題の優れている点、問題点等について具体的に記入する。特に総

合評価が「C」評価の場合は、見直すべき部分を記入する。 

別紙２ 
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放射線安全規制研究戦略的推進事業評価票 
（委員による評価）【中間評価用】 

（〇〇年度）                           評価委員名          
整理番号： 

研究課題名  

研究期間  研究費総額（中間評価時点）  

評価の視点 評価項目 評価基準 

評価時点までの研究の

実施が研究計画に沿っ

て行われているか 
 

1. 実施体制（人員の配分、参画機関の役割分担、

責任体制） 
2. 研究期間・方法 
3. 予算の執行 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

1. 評価時点までの目標達成度 
 
2. 評価時点までの研究成果（論文（投稿中のものを

含む）、特許（申請中のものを含む）、学会発表等） 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

今年度の進捗や達成度

を踏まえて、次年度の

研究計画は適切か 

次年度以降の事業の研究計画の妥当性を以下の点

に関して評価する。 
1. 研究期間全体のロードマップについて 
2. 次年度の実施計画（目標、方法、実施体制等） 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

過去３年の進捗を踏ま

えて、研究の目標が達

成できる見込みか 

1. 研究期間内における目標の達成可能性 A: 達成可能 
B: 概ね達成可能 
C: 達成困難 
D: 達成不可能 

総合評価 

上記の評価項目に関する評価結果を基に、総合的に

評価。 
A: 一層の推進を期待 
B: 現状通り実施 
C: 計画を修正して実施 
D: 中止すべき 

（コメント欄） 

（注）・評価基準欄は、別表1に従ってAからDのうちいずれかを〇で囲む。 

   ・コメント欄は、評価項目毎に課題の優れている点、問題点等について具体的に記入する。特に総

合評価が「C」評価の場合は、見直すべき部分を記入する。 

別紙３ 
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放射線安全規制研究戦略的推進事業評価票 
（委員による評価）【事後評価用】 

（〇〇年度）                           評価委員名           
整理番号： 

 研究課題名  

研究期間  研究費総額  

評価時点までの研究の

実施が研究計画に沿っ

て行われているか 

1. 研究目標の達成度 
 

A: 目標を上回った 
B: 目標通り 
C: 目標の一部は達成 
D: 目標の達成は不十分 

研究成果の活用性及び

有用性 
1. 本事業における研究成果（論文（投稿中のも

のを含む）、特許（申請中のものを含む）、学

会発表等） 
 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

2. 放射線規制及び放射線防護分野への貢献度 A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

研究成果の費用対効果 1. 研究コスト及び費用対効果  A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

総合評価 

上記の評価項目に関する評価結果を基に、総合

的に評価。 
A: 非常に有用な成果が得ら

れた 
B: 有用な成果が得られた 
C: 限定的ではあるが、有用

な成果が得られた 
D: 有用な成果が得られな

かった 

（コメント欄） 
 

（注）・評価基準欄は、別表2に従ってAからDのうちいずれかを〇で囲む。 

   ・コメント欄は、評価項目毎に課題の優れている点、問題点等について具体的に記入する。 

別紙４ 
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参考資料６ 

平成 29年度第 25回原子力規制委員会 資料 4、平成 30年度第 1回原子力規制委員会 

資料 4、平成 31年度第 1回原子力規制委員会 資料 5より一部抜粋（一部改変） 

 

 

 

採択課題の概要について（令和２年度に終了するもの） 

 

１． 

＜事業名＞ 

内部被ばく線量評価コードの開発に関する研究 

 

＜機関名＞ 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 

＜事業のポイント＞ 

 内部被ばく防護に関する国内規制への ICRP2007 年勧告の取入れや各事業所における被

ばく線量管理において、有益な技術基盤となる内部被ばく線量評価コードを 4か年計画

で開発する。 

 

 具体的には、ICRP2007 年勧告に従い実効線量係数（摂取した核種の放射能当たりの実効

線量、単位：Sv/Bq）を正確に計算する機能、内部被ばくモニタリングによる測定値から

核種の摂取量を推定するための機能を有するコードを開発する。 

 

 コードの特徴として、実効線量係数を計算する機能は、日本人に適したパラメータ等の

設定や ICRP が今後公開するモデル・データへ対応させるための拡張が可能な設計とす

る。また、核種の摂取量を推定する機能は、事故時や平常時の被ばく評価で問題となる

摂取条件に対応可能とさせる。 

 

 最終的にはコードβ版の試用に関する意見聴取を踏まえた改良、マニュアル整備等を行

い、完成させたコードを公開する。 

 

＜事業代表者名＞ 

高橋 史明 （国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 安全研究・防災支援部門 

安全研究センター リスク評価研究ディビジョン 

放射線安全・防災研究グループ 研究主席） 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

 

＜事業期間＞ 

４年 
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２． 

＜事業名＞ 

原子力災害拠点病院のモデル BCP及び外部評価等に関する調査及び開発 
 
＜機関名＞ 

九州大学大学院 医学研究院 先端医療医学講座 災害分野 

 

 

＜事業のポイント＞ 

 地域の原子力災害拠点病院がガイドラインに基づく事業継続計画 BCP を策定するための

技術的指針類を開発し、原子力災害医療・総合支援センターである 4施設が策定に向け

た支援を行うと共に、策定内容の充実度を評価する仕組みを構築する。 

 

 複合災害に備え、原子力災害拠点病院の BCP が整備されることで、災害拠点病院として

の体制強化に繋がるよう、全国的な体制整備の構築を目指す。 

 

 原子力災害拠点病院 BCP の一環として、訓練や災害時に円滑に活動するための地域社会

や報道機関へのリスクコミュニケーションのガイドラインを開発する。 

 

＜事業代表者名＞ 

永田 高志 （九州大学大学院 医学研究院 先端医療医学講座災害分野 助教） 

 

＜共同実施者＞ 

有嶋 拓郎 （鹿児島大学病院 救命救急センター 特任講師） 

 

＜事業期間＞ 

３年 
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３． 

＜事業名＞ 

包括的被ばく医療の体制構築に関する調査研究 
 
＜機関名＞ 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 

 

＜事業のポイント＞ 

 原子力災害対策指針では、原子力災害対策重点区域（24道府県）での原子力災害時にお

ける被ばく医療体制整備が進められているが、それ以外の地域も含め、全国各地に存在

する放射線障害防止法の対象事業所での放射線事故、労災事故など危険時の措置の強化、

国民保護に関する基本指針では武力攻撃事態等、緊急対処事態における放射線テロまた

は核攻撃等の放射線緊急事態での医療、放射線防護措置等の必要性が示されている。本

事業では、包括的かつ実際的な被ばく医療の体制整備に係る課題を解決するための調査

研究を実施する。 

 

 消防や警察などの各対応機関の初動対応、初療のマニュアルや対応手順、専門的支援、

人材育成について現行の原子力災害対策指針等の体制等に基づき検証し、課題を整理、

抽出する。 
 

 多人数への対応も含めた実際的な放射線防護及び医療対応についての検討、包括的に被

ばく医療を提供するためのガイドラインやマニュアル、効果的な現場運用のための研修

方法等を検討する。 
 

 放射線防護や放射線管理、被ばく医療、線量評価等に関して専門的な支援体制、情報共

有システムを設計する。 
 

 対応機関や医療機関等が包括的に被ばく医療を実践できる対処能力の実効性を向上させ

る方法を明らかにし、原子力災害、放射線テロまたは核攻撃等における防護措置及び医

療対応の実際的運用方法を明らかにすることで、社会および国民の安全、安心に資する

ことが期待される。 
 

＜事業代表者名＞ 

富永 隆子 （国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 

被ばく医療センター 医長） 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

 

＜事業期間＞ 

３年 

採択条件：提案された課題のうち、平成 30 年度～32 年度の 3 カ年の計画のみを採択する。また

情報共有システム開発についてはシステム設計までにとどめ、システム開発は対象外とする。調

査の具体的内容、実施体制及び予算計画についてPOと調整すること。 
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４． 

＜事業名＞ 

短寿命アルファ線放出核種の合理的安全規制のためのガイドライン等の作成 

 

＜機関名＞ 

大阪大学 放射線科学基盤機構 附属ラジオアイソトープ総合センター 

 

＜事業のポイント＞ 

 短寿命アルファ線放出核種等は医学応用のための研究が精力的に進められている。近い

将来、放射線施設でこれらの核種の大量利用が期待される。そのために、各施設での短

寿命アルファ線放出核種等の許可使用数量を決める新しい施設設備基準及び行為基準を

まとめたガイドライン等を作成する。 

 各施設が規定する行為等を従事者に遵守させるためには、教育の実施が必須である。本

研究では、短寿命アルファ線放出核種等の安全取扱を教授するために必要な教育内容を

検討し、教育資料も作成する。 

 本研究により作成されたガイドライン等は、放射線規制の運用に直接寄与する。本ガイ

ドライン等により、各事業所では、合理的な安全性が担保された状態で、短寿命アルフ

ァ線放出核種等を使用可能になる。このことは、国内での短寿命α線放出核種等の医学

応用研究の発展を放射線管理の点から後押しすることに繋がる。また、短寿命アルファ

線放出核種等の利用拡大に繋がり、健康長寿の促進への寄与が期待できる。 

 

＜事業代表者名＞ 

吉村 崇 （国立大学法人大阪大学 放射線科学基盤機構附属ラジオアイソトープ総合 

センター 教授） 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

 

＜事業期間＞ 

２年 

 

採択条件：平成31年度新規課題として採択する。ただし、研究実施に当たり以下の点を研究計

画・体制に反映させること。 

・予算の節約（特に旅費の削減、必要な研究経費の具体化） 

・ガイドラインの検討において、平成29年度の本事業で採択された研究課題（「短寿命α核種

等のRI利用における合理的な放射線安全管理のあり方に関する研究」（研究代表者 細野眞））

の担当者を参画させるとともに、同課題で得られた海外調査結果を活用すること。 

・また、ガイドラインの検討に当たり短寿命アルファ核種に限定せずに、β核種等も含め短半

減期核種について包括的に検討すること。 
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５． 

＜事業名＞ 

加速器施設の廃止措置に関わる測定、評価手法の確立 

 

＜機関名＞ 

大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 

 

＜事業のポイント＞ 

 国内において設置台数が多く、技術革新の目覚ましい多様化した医療用の粒子線治療加

速器施設について、調査対象施設を増やして放射化の実態の調査（放射能測定、発生中

性子量測定等）を行うことで、放射化／非放射化の領域を明確化する。 

 加速器施設の大型電磁石を中心として、稼働中の加速器の放射化状況の調査結果から、

廃止時における放射化量の推定を行えるようにする。使用を終えた大型電磁石金属のコ

アボーリング調査により内部の放射能分布の特徴を明らかにした上で、最終的には、こ

れまでにコンクリートで確立したようなサーベイメータ等を用いた廃止時の簡便な定量

評価方法の確立を行う。 

 加速器施設の廃止措置において、加速器電磁石等の金属部の測定評価を効率化する放射

線イメージング技術による放射化マッピングの手法の確立を行う。実際の放射化電磁石

を用いて、核種同定や放射能定量等を実施する。 

 加速器施設の放射化／非放射化の領域分け（これまでの調査分を含む）及び放射化測定・

評価手法について関連学会等と連携し、加速器施設の廃止措置における測定評価マニュ

アルを作成する（２年目）。 

 

＜事業代表者名＞ 

松村 宏 （大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 

共通基盤研究施設 放射線科学センター 准教授） 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

 

＜事業期間＞ 

２年 

 

 

 

 

 

 

 

 

採択条件：平成31年度新規課題として採択する。ただし、実施項目の優先度を明確にし、PO及び

放射線規制部門の担当者と定期的に進捗打合せを行い、必ず2年以内に成果をまとめること。 
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６． 

＜事業名＞ 

発災直後の面的な放射線モニタリング体制のための技術的研究 

 

＜機関名＞ 

国立大学法人京都大学 複合原子力科学研究所 

 

＜事業のポイント＞  

 東京電力福島第一原子力発電所事故のような大規模な原子力災害において、発災直後か

ら従来のモニタリング体制が再稼働するまでの間の測定機会の損失を最小限にするため

に、以下に示す技術の研究開発に取り組む。 

 軽量で小型かつ従来の可搬型モニタリングシステム以上の機能を持つ KURAMA-II をベー

スとし、 10 日程度の連続稼働が可能な可搬型モニタリングポストの開発を行うととも

に、フィールドテストなどを通じて自律型可搬モニタリングポストに求められる仕様に

ついて検討する。 

 大規模災害で既存の通信網が機能しない状況を想定し、近年技術的進展の著しい低省電

力の広域通信技術である LPWA(Low Power Wide Area communication)を用いた自律メッ

シュ型ネットワークの構築に関する技術検証を行い、可搬型モニタリングポスト等と組

み合わせたフィールドテストを行う。 

 廉価かつ高性能なシングルボードコンピュータベースにした、小型軽量かつ低廉な超小

型 KURAMA-II を試作し、放射線計測機器としての基礎的特性を評価するとともに、本

課題で検証する LPWA との組み合わせによる発災直後の効率的なモニタリング手法につ

いて検討を行う。 

 

＜事業代表者名＞ 

谷垣 実 （国立大学法人京都大学 複合原子力科学研究所 粒子線基礎物性研究部門 

助教） 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

 

＜事業期間＞ 

２年 
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参考資料７ 

令和３年度第１回研究評価委員会 

資料２－１（表題及びページ番号改変） 

令和２年度終了課題 研究成果概要 
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